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第 13 章 交通安全施設工 

 

主な関係図書 

図 書 名 発行年月 発  行 

防護柵の設置基準・同解説 ボラードの設置便覧 

車両用防護柵標準仕様・同解説 

道路標識設置基準・同解説（令和 2 年 6 月版） 

道路標識構造便覧（令和 2 年 6 月版） 

視線誘導標設置基準・同解説 

道路照明施設設置基準・同解説（改訂版） 

視覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説 

路面標示設置マニュアル 

道路法に基づき県道の構造の技術的基準等を定

める条例（以下 条例） 

R3.3 

H16.3 

R2.6 

R2.6 

S59.10 

H19.10 

S60.9 

H24.1 

 

（公社）日本道路協会 

（社）日本道路協会 

（公社）日本道路協会 

〃 

（社）日本道路協会 

〃 

〃 

（社）交通工学研究会 

茨城県 

13－1 概  説 

条例第 32 条の規定では、交通事故の防止を図るため必要がある場合においては、横断歩道橋等、

柵、照明施設、視線誘導標、緊急連絡施設その他これらに類する施設で、規則で定めるものを設け

るものを設置することとしている。 

ここでは、これらについて条例や上記関係図書から引用し、考え方など一般的な事項について記

述している。詳細については、上記関係図書を参考に十分な検討を行うこと。 

13－2 防護柵工 

防護柵は、車両を対象とする車両用防護柵と歩行者等を対象とする歩行者自転車用柵に区分される。 

 

13－2－1 車両用防護柵  

（１）設置区間 

下記各号のいずれかに該当する区間または箇所（以下「区間」という。）においては、道路及び

交通の状況に応じて原則として、車両用防護柵を設置する。 

① 主として車両の路外（路側を含む。以下「路外」という。）ヘの逸脱による乗員の人的被害

の防止を目的として路側に車両用防護柵を設置する区間（次頁に設置区間の目安を示す） 

ａ. 盛土、崖、擁壁、橋梁、高架などの区間で路外の危険度が高く必要と認められる区間 

ｂ. 海、湖、川、沼地、水路等に近接する区間で必要と認められる区間 

ｃ. 橋梁、高架、トンネルなどへの進入部または車道に近接する構造物等に関連し、特に必

要と認められる区間 

② 主として車両の路外等への逸脱による第三者への人的被害（以下「二次被害」という。）の

防止を目的として車両用防護柵を設置する区間 

ａ. 主として車両の路外への逸脱による二次被害の防止を目的として路側に車両用防護柵を

設置する区間 

・道路が鉄道もしくは軌道（併用軌道を除く。以下「鉄道等」という。）、他の道路などに

立体交差または近接する区間で車両が路外に逸脱した場合に鉄道等、他道路などに進入す

るおそれのある区間 

ｂ. 分離帯を有する道路において、主として車両の対向車線への逸脱による二次被害の防止
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を目的として分離帯に車両用防護柵を設置する区間 

・走行速度の高い区間で縦断勾配または線形条件が厳しく対向車線への車両の逸脱による

事故を防止するため特に必要と認められる区間 

③ 主として車両の歩道、自転車道、自転車歩行車道（以下「歩道等」という。）ヘの逸脱によ

る二次被害の防止を目的として、歩道等と車道との境界（以下「歩車道境界」という。）に車

両用防護柵を設置する区間（防護柵により歩道等を新設する場合を含む。） 

ａ. 走行速度が高い区間等で沿道人家等への車両の飛び込みによる重大な事故を防止するた

め、特に必要と認められる区間 

ｂ. 走行速度が高い区間などで歩行者等の危険度が高く、その保護のために必要と認められ

る区間 

④ その他の理由で必要な区間 

ａ. 事故が多発する道路、または多発する恐れのある道路で防護柵の設置によりその効果が

あると認められる区間 

ｂ. 幅員、線形等道路及び交通の状況に応じて必要と認められる区間 

ｃ. 気象条件により特に必要と認められる区間 

 

参考；車両の路外ヘの逸脱による乗員の人的被害の防止を目的として路側に車両用防護柵を

設置する区間の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：防護柵の設置基準・同解説 ボラード設置便覧 P6 
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（２）種別の適用 

① 設置場所 

車両用防護柵は、設置場所に応じて下記の種別を選定する。 

ａ. 路側に設置する場合 

路側用車両用防護柵（種別Ｃ、Ｂ、Ａ、ＳＣ、ＳＢ、ＳＡ及びＳＳ） 

ｂ. 分離帯に設置する場合 

分離帯用車両用防護柵（種別Ｃｍ、Ｂｍ、Ａｍ、ＳＣｍ、ＳＢｍ、ＳＡｍ及びＳＳｍ） 

ｃ. 歩車道境界に設置する場合 

歩車道境界用車両用防護柵（種別Ｃｐ、Ｂｐ、Ａｐ、ＳＣｐおよびＳＢｐ） 

ただし、分離帯に設置する場合で施設帯の幅員に余裕のある場合または施設帯に構造物

などが存在し分離帯用車両用防護柵の設置が困難な場合は分離帯用車両用防護柵にかえて

路側用車両用防護柵を用いることができる。 

 

② 適用種別 

車両用防護柵は、道路の区分、設計速度及び設置する区間に応じて、原則として、表 13

－2－1 に示す種別を適用する。 

 

表 13－2－1 種別の適用 

道路の区分 設計速度 一般区間 

重大な被害が発生

する恐れのある 

区間 

新幹線などと交差

または近接する 

区間 

一般道路 
60Km/ｈ以上 B，Bm，Bp A，Aｍ，Ap 

SB，SBｐ 
50Km/ｈ以上 C，Cm，Cp Ｂ，Bｍ，Bp 注） 

注） 設計速度４０km／ｈ以下の道路では、Ｃ、Ｃｍ、Ｃp を使用することができる。 

 

ここで、重大な被害が発生するおそれのある区間とは、大都市近郊鉄道・地方幹線鉄道との交差近

接区間、高速自動車国道・自動車専用道路等との交差近接区間、分離帯に防護柵を設置する区間で走

行速度が特に高くかつ交通量が多い区間、その他重大な二次被害の発生するおそれのある区間、また

は、乗員の人的被害の防止上、路外の危険度が極めて高い区間をいう。 

なお、走行速度や線形条件などにより特に衝撃度が高くなりやすい区間においては表 13－2－1

に定める種別の一段階上またはそれ以上の種別を適用することができる。 

 

出典：防護柵の設置基準・同解説 ボラード設置便覧 P38 を加工 

（３）設置方法 

① 車両用防護柵の選定 

車両用防護柵を設置する際は、道路及び交通の状況を十分考慮して、車両用防護柵の種類

及び形式を選定のうえ、防護柵の機能を発揮できるように設置する。 

ａ. 種類の選定 

車両用防護柵は原則としてたわみ性防護柵を選定するものとする。ただし、橋梁・高架

などの構造物上に設置する場合、幅員の狭い分離帯等防護柵の変形を許容できない区間な

どに設置する場合においては、必要に応じて剛性防護柵を選定することができる。 

ｂ. 形式の選定 

車両用防護柵の形式選定に当たっては、性能、経済性、維持修繕、施工の条件、分離帯

の幅員、視認性の確保、快適な展望性、周辺環境との調和等に十分留意して選定する。 
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出典：防護柵の設置基準・同解説 ボラード設置便覧 P46  
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出典：防護柵の設置基準・同解説ボラード設置便覧 P47  
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② 防護柵の高さ 

ａ. 車両用防護柵の路面から防護柵上端までの高さは、原則として、0.6ｍ以上 1.0ｍ以下と

する。 

ｂ. 所要の性能を満たすためにやむを得ず 1.0ｍを越える高さとする場合は、車両衝突時に

おける乗員頭部の安全性を確保できる構造としなければならない。 

 

③ 設置延長 

車両用防護柵は、防護柵の転倒、滑動等が生じないような延長を確保する。たわみ性防護

柵にあっては、「（1）設置区間」の各号に該当する区間の前後に原則として各々２０ｍ程度延

長して設置する。ただし、橋梁、高架などの構造物上に設置する際、防護柵構造の関係で、

前後の土工部に設置する防護柵との連続性を確保することが困難な場合はこの限りではない。 

 

13－2－2 歩行者自転車用柵 

（１）設置区間 

下記各号のいずれかに該当する区間においては、道路及び交通の状況を踏まえ、必要に応

じ歩行者自転車用柵を設置するものとする。 

① 歩行者等の転落防止を目的として路側、または歩車道境界に歩行者自転車用柵を設置する

区間 

ａ. 歩道等、自転車専用道路、自転車歩行者専用道路及び歩行者専用道路の路外が危険な区

間等で歩行者等の転落を防止するため必要と認められる区間 

② 歩行者等の横断防止等を目的として歩車道境界に歩行者自転車用柵を設置する区間 

ａ. 歩行者等の道路の横断が禁止されている区間で必要と認められる区間 

ｂ. 歩行者等の横断歩道以外の場所での横断防止が特に必要と認められる区間 

ｃ. 都市内の道路等において、走行速度が低く、単に歩道等と車道とを区別することのみに

より歩行者等の安全を確保することが期待できる区間のうち、特に必要と認められる区間 

なお、横断防止等を目的として設置する柵は、景観等を考慮し植樹帯の設置等他の方法

を検討したうえで、必要と認められる場合について設置するものとする。 

③ 種別の適用 

歩行者自転車用柵は、表 13－2－2 に示す設計強度に応じての種別に区分する。 

 

表 13－2－2 

種 別 設計速度 設計目的 防護柵高さ 設置場所 

P 
垂直荷重：590N/ｍ以上 

水平荷重：390N/ｍ以上 

転落防止 1.1ｍ 
歩道等で路外への転落を防止するために

必要な個所 

横断防止 0.7～0.8ｍ 
歩道等で車道への飛出しやみだりに横断

することを抑制するために必要な個所 

SP 
垂直荷重： 980N/ｍ以上 

水平荷重：2,500N/ｍ以上 
転落防止 1.1ｍ 

特に、歩行者等の滞留が想定される区間や

橋梁、高架の区間に設置（群衆荷重を考慮） 

 

（２）設置方法 

   歩行者自転車用柵を設置する際は、道路及び交通の状況を十分考慮して防護柵機能を発揮で 

きるよう設置するものとする。 

① 転落防止を目的として同一種の歩行者自転車用柵を設置する場合は、原則として連続して

設置する。 
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② 道路の合流部または交差部に歩行者自転車用柵を設置する場合は、運転者が道路及び交通

の状況を適切に確認できるよう、横ビーム型とするなど視線の妨害とならない設置を行うも

のとする。 

 

（３）生活道路用柵 

車両の歩道等への逸脱による二次被害の防止を目的とした車両防護柵は、幅員が狭い道路

の歩車道境界には空間上の制約から設置しにくい場合がある。そこで、幅員が狭い道路にお

いても歩行者等を保護できるようにするため、歩行者等の横断防止などを目的として車道境

界に設置する歩行者自転車道用柵の強度をさらに高めた柵として、「生活道路用柵」が開発さ

れている。 

この生活道路用柵は、設置した後には設置前より道路幅員が有効に使えなくなることがあ

ること、歩車道境界の地中に柵の基礎を埋設できる空間が必要であることなどの配慮が必要

である。設置にあたっては、防護柵の設置基準・同解説を参考に検討すること。 

 

（４）車両防護柵の兼用 

歩道等のない区間などにおいて、車両用防護柵に歩行者等の転落防止機能を付加して設置

する場合においては、車両用防護柵自体の性能、構造を満足するほか、本号に規定されてい

る歩行者自転車用柵に求められる構造を満足することにより、車両用防護柵が歩行者自転車

用柵を兼用することができるものとしている。 

ただし、転落防止機能を兼ね備えるため補助部材などを添架する場合は、これら部材が車

両衝突時に飛散しない、または乗用車の乗員頭部に干渉しない構造とするため、車両防護柵

の誘導面より路外側にセットバックさせた位置に配置するか、地覆を利用し乗用車を傾け乗

員頭部が干渉しない構造とすることが必要である。 

 

 

13－2－3 基礎 

防護柵を設置するにあたっては、現地の地盤または定着部のコンクリート強度が予め設計で見込

んだ支持力を有するか否かを照査する必要がある。照査の際、支持力が不十分な場合は、地盤の置

換えもしくは改良、またはコンクリートの打換えなどにより所定の支持力を確保したうえで防護柵

を設置することが必要である。ただし、特に土工区間に設置するたわみ性防護柵では、所定の地盤

の支持力が見込めなくとも基礎の根固めなどにより対応できる形式もあるため、防護柵の設計図書

及び仕様書を参照して対策を検討する。 

 防護柵の基礎は、「防護柵の設置基準・同解説平成２０年１月社団法人日本道路協会」及び「車両

用防護柵標準仕様・同解説平成１６年３月社団法人日本道路協会」を参照の上設計すること。 

ここでは、参考として構造物上に設置される路側用ガードレール（Ｇｒ－Ｃ－２Ｂ）におけるコ

ンクリート埋め込み用の場合の一例を示すものとする。（埋め込み深さ４００mm の場合） 
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図 13－2－1 各仕様における強度鉄筋の形状（埋め込み深さ４００mm の場合） 

 

出典：車両用防護柵標準仕様・同解説 P107 

 

なお、ブロック積擁壁やプレキャスト擁壁区間にガードレールを設置する場合は、擁壁にあまり

近づけて設置すると、自動車の衝突による衝撃力が擁壁に伝達し、たて壁を破壊することが考えら

れる。ガードレールをどの程度離せば擁壁に影響を及ぼさないのかについては、定かではなく、ま

た、路側部にそのような余裕がある箇所は限られる。 

このような場合は、擁壁の上部に独立したガードレール基礎を設置し、衝突荷重に対してはガー

ドレール基礎のみで抵抗させる。 
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φ114.3 

φ
1
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0 
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φ114.3 
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13－2－4 色彩 

良好な景観形成に配慮した防護柵の色彩は、地域の特性に応じた適切な色彩を選定することが基

本である。また、すでに設置してある他の施設や防護柵を設置する橋梁等の構造物との関係で個別

に色彩を選定する場合は、それらの色彩との調和を考慮し選定を行うことが必要となる。 

 

表 13－2－3 鋼製防護柵で基本とする色彩選定の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              出典：景観に配慮した道路付属物等ガイドライン 

（平成 29 年 10 月 道路のデザインに関する検討委員会）P25 

 

 

13－3 区 画 線 

13－3－1 区画線設置について 

（１）道路管理者と公安委員会の設置区分 

 

表 13－3－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 13-10

（２）路面標示の設置位置 

       

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－3－1 

 

 

この図の原則は、 

① 車道外側線は、車線の中央とする。 

② 中央線は 1 車線の場合には中央、複数の場合にはその車線間の中央から車線幅員をとる

ようにする。 

③ 車線境界線は、中心から車線幅員をとる。 

信号機の無い交差点における外側線は、幅員 2.0m 未満の道路との交差の場合、実線と

し、一時停止の規制標識のある幅員 2.0ｍ以上の道路との交差の場合、破線とする｡ 

その他、現場状況により判断の難しい場合は、公安委員会と協議することとする。 

 

 

（注１） 中心線を設置す

る場合、公安委員

会と協議すること。 

（注２） 外側線は、一車線

道路の場合でも設   

置する。 

 

 

図 13－3－2 

片側１車線の場合 

分離帯を設ける場合 
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○区画線の設置様式について 

 

昭和 49 年 12 月 26 日 都街発第 67 号 道企発第 99 号 

都市局街路課長・道路局企画課長から北海道開発建設部長・ 

沖縄総合事務局建設部長・各地方建設局道路部長・各都道府

県知事・土木部長・九大市土木局長・本州四国連絡橋公団工

務部長・参考送付先・日本道路公団技術部長・首都高速道路

公団保全施設部長・阪神高速道路公団保全部長あて通達 

 

 

道路の区画線は「道路標識、区間線及び道路標示に関する命令」（以下「標識令」という。）によ

り設置されているところであるが、標記についてペイントによる「車道中央線」「車道境界線」「車

道外側線」の長さ､間隔及び幅に関し標準を定めたので今後当分の間別紙によられたく通知する｡ 

なお、貴管理下道路管理者（地方道路公社を含む。）についても周知徹底されたくお願いする。ペ

イントによる「車道中央線」「車道境界線」「車道外側線」の設置時の長さ、間隔及び幅については、

次表に示す値を標準とする。 

 

 

（単位：m）

 

長さ（l1）、間隔（l 2）、幅（ｔ）及び実線間隔（ｄ）は、次図に示すところによる。 
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（注） 

 

１、 上表中のかっこ書きの値については、次の場合に適用する。 

 

（１）車道中央線（破線）の幅については、都市部で平均走行速度が低く、かつ、交通量が少ない

道路に設けられる場合には、0.12m とすることができる。 

（２）車道境界線に破線を用いる場合の長さと間隔の比（l 1、l 2）については、曲線半径の小さい曲

線部又は縦断勾配の急な箇所等、特に区画線の連続的視認性を良好に保つ必要のある区間、

あるいは都市部にあって交差点間隔の特に狭い地域等では比率を 1：1 まで縮小することがで

きる。この場合は l 1＝l 2＝5m とする。 

 

２、 上表中③に分類される自動車専用道路にあっても、設計速度以下の速度規制が実施される場合

には、規制期間等を考慮のうえ②と③いずれの標準値によるかを選択するものとする。 

 

３、 ここに示した道路区間線の標準値は、新設又は改築を行う道路（高速自動車国道及び都市高速

道路は除く。）に適用するものとし、既設の道路については、区画線の塗り換え、舗装の打ち換え、

オーバーレイ等の機会をとらえて漸時標準値に近づけていくものとする。 

ただし、車線境界線（破線）については、塗り換えの際は（l 1＋l 2）を既設のままとし、暫定的

に比率（l 1：l 2）だけを標準に合わせ、舗装の打ち換え、オーバーレイ等を実施する際に前後の道

路との連続性、当該箇所の延長を考慮して適宜標準値へ移行するよう措置するものとする。 

 

４、 車道中央線（実線）の適用について 

新設又は改築の 4 車線以上の道路で、やむを得ず中央帯を設けず車道中 

央線を引く場合には、実線 2 本の設置が望ましい。この場合、車両幅員は車

道中心線からとるものとする。従って中央寄りの車線については、実質的な

通行幅（図の a）が減少することになるが、路肩幅員の余裕等条件が許せば

車線幅員を拡げて必要な通行幅を確保することができる。 
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 13－3－2 自転車横断帯について 

道路の新設、改築にあたって自転車横断帯は原則、設置しないものとする。 

ただし、自転車道、自転車通行帯及び普通自転車の歩道通行部分の指定がある自転車歩行者道に

ついて、設置の必要が生じた場合は、所轄警察署と協議すること。 

 

参考 

 「良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の推進について」 

  （平成２３年１０月２５日付け 警察庁交通局長通達） 

 

なお、自転車横断帯を設置する場合は大型自動車の左折時における歩行者、自転車の安全を図る

ため、図 13－3－3 に示すように歩道部等の巻き込み部に、縁石等による段差を有する部分、もし

くは防護柵を設ける部分を確保するものとする。 

「道路交通法等の一部改正に伴う道路管理上の措置等について」の取り扱いについて（昭和 53

年 12 月 1 日付け道企発第 59 号、道路企画課長通達） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－3－3 

 

また、道路維持修繕工事等の施工に伴って、交差点部の自転車横断帯の復旧が生じた場合、原則

として自転車横断帯の塗直しをしないこととする。 

なお、学校の通学等で自転車利用者が多数いるなど、塗直ししないことにより支障をきたす場合

もあるため、取扱いについては、現場毎に所轄警察署と協議すること。 
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13－3－3 道路標示設計・施工マニュアル（平成 15 年 5 月） 

茨城県警察本部交通部交通規制課 

 

以下に路面標示の設計・施工マニュアルより路面標示例を示す。 
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13－4 視線誘導標について 

視線誘導標（デリネーター）の設置は、「視線誘導標設置基準の改訂について」（昭和 59 年 4 月

16 日、都開発第 15 号・道企発第 16 号、都市局長・道路局長通達）による。 

また、その運用等については、「視線誘導標設置基準・同解説」を参照するものとする。 

 

視線誘導標設置例 

 

土中埋込基礎による設置例      コンクリート基礎による設置例 

図 13－4－1 

 

 

（１）設置区間 

自動車の速度が 40km/h を超える場合には必要に応じて反射式視線誘導標を設置するも

のとする。ただし、自動車の速度が 40km/h 以下の場合にあっても、特に必要と認められる

区間には反射式視線誘導標を設置することができる。 

 

（２）設置方法 

① 設置場所及び反射帯の色 

a. 設置場所は、左側路側を原則とし、必要に応じて右側路側または分離帯等にも設置する

ことができる。 

b. 反射帯の色は、車両進行方向に対して、左側路側に設置する場合は白色とし、右側路側

または分離帯等に設置する場合は橙色とする。 

② 設置間隔 

設置間隔は、平面曲線半径に応じて次表に示す値を標準とする。 

ただし、最大間隔は 40m とする。 
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表 13－4－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典；視線誘導標設置基準・同解説 P17 

 

③ 設置位置及び設置高さ 

設置位置は、建築限界の外側直近に設置するものとする。 

設置高さは、面上から反射帯の中心まで 90cm を標準とする。 

④ 設置角度 

反射帯の設置角度は自動車の進行方向に対して直角に設けることを標準とする。 

⑤ 視線誘導標（縁石ブロック用）の設置間隔について 

設置間隔は、当面の間、平面曲線半径に応じて次表に示す値を標準とする。 

 

表 13－4－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 視線誘導標、視線誘導鋲のすりつけ区間は 60m を標準とする。 
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13－5 道路標識 

（１）設置者の区分 

道路標識の設置者の区分は下表のとおりとする。 

 

表 13－5－1 道路標識の設置者の区分 

 

 

                                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 案内標識の設置に当たっては計画段階で主管課協議のこと。 

（注２） 併用開始にあたっては、これらの標示標識等が完備されるよう、公安委員会と十分

調整を行うこと。 

出典：道路標識設置基準・同解説 P48 
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（２）案内標識の目的地 

案内標識の目的地については、次図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準地 重要地 主要地 

水戸 鹿嶋、古河、筑西、土浦、

日立、水戸 

常陸大宮、大洗、笠間、学園都市、下妻、高萩、大子、

東海、那珂、常陸太田、鉾田、常総、つくば、結城、

龍ケ崎、石岡、取手、北茨城、ひたちなか 

出典：国土交通省 HP 

図 13－5－1 案内標識の目的地の位置図 
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（３）案内標識の寸法 

条例第 43 条では、県道に設ける道路標識の寸法について、案内標識の視認性を高めるた

め、ローマ字の文字寸法を大きくすることを規定している。（道路法に基づき県道の構造の技

術基準等を定める条例試行規則 茨城県規則第 32 号第 12 条） 

本マニュアルの巻末に、規則で定める道路標識の寸法を添付する。 

 

13－6 道路照明 

（１）道路照明の目的 

道路照明は、夜間において、あるいはトンネル等の明るさが急変する場所において、道路

状況、交通状況を的確に把握するための良好な視環境を確保し、道路交通の安全、円滑を図

ることを目的とする。 

（２）設置場所（局部照明） 

① 次のいずれかに該当する場所においては、原則として照明施設を設置するものとする。 

ａ. 信号機の設置された交差点または横断歩道 

ｂ. 長大な橋梁（橋長 100m 以上） 

ｃ. 夜間の交通上特に危険な場所 

 

② 次のいずれかに該当する場所においては、必要に応じて照明施設を設置するのがよい。 

ａ. 交差点または横断歩道 

ｂ. 橋梁 

ｃ. 道路の幅員構成、線形が急激に変化する場所 

ｄ. 踏切（鉄道管理者と協議のこと） 

ｅ. 駅前広場等公共施設に接続する道路の部分 

ｆ. 乗合自動車停留施設 

ｇ. 料金所広場 

 

 

（注１）設置にあたっては必要性を十分検討して、計画段階で土木（工事）事務所等の

道路管理課と調整すること。なお、上記以外の場合は主管課と協議のこと。 

（注２）連続照明（単路部のある区間において一定の間隔でその区間全体を照明するこ

と）は原則として設置しないこととし、設置する場合は主管課と協議のこと。 

（注３）橋梁の照明については、橋梁計画・設計マニュアルに準ずること。 

（注４）構造基準については、「積算基準の運用編」を参照されたい。 
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13－7 視覚障害者誘導用ブロック 

視覚障害者誘導用ブロックは、視覚障害者が通常の歩行状態において、足の裏や白杖による触感

覚及び周囲の路面との輝度比等による視覚により、その存在及び大まかな形状を確認できるような

突起を表面につけたブロックであり、道路及び沿道に関してある程度の情報を持って道路を歩行中

の視覚障害者に、より正確な歩行位置と歩行方向を案内するための施設である。 

 

13－7－1 規格 

（１）種 類 

① 線状ブロック………方向表示用。線状の突起の長手方向が移動方向を示す。 

② 点状ブロック………位置表示用。段差の存在等の警告又は注意を喚起すべき位置を示す。 

 （２）形状・寸法等 

   形状・寸法については、JIS T 9251（視覚障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及び

その配列）に合わせたものとする。なお、道路空間において一般的に使用されているブロック 1

枚の大きさは、300mm 四方である。 

  ＜線状ブロックの形状・寸法及び配列＞ 

   ・線状突起の本数は 4 本を下限とし、ブロック等の大きさに応じて増やす。 

   ・このブロック等を並べて敷設する場合は、ブロック等の継ぎ目（突起の長手方向）のおける

突起と突起の上辺部での間隔は、30mm 以下とする。 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－7－1 線状ブロックの形状・寸法及び配列 

出典：道路の移動等円滑化整備ガイドライン P254 
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       ＜点状ブロックの形状・寸法及び配列＞    

      ・点状突起の数は 25(5×5)を下限とし、ブロック等の大きさに応じて増やす。 

    ・このブロック等を並べて敷設する場合は、ブロック等の継ぎ目部分における点状突起の中心

間距離を b 寸法より 10mm を超えない範囲で大きくしてよい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－7－2 点状ブロックの形状・寸法及び配列 

出典：道路の移動等円滑化整備ガイドライン P255 

 

（２）色 彩 

視覚障害者誘導用ブロックの平板の歩行表面及び突起の表面の色彩は、原則として黄色とする

が、路面の色彩が類似している場合、周囲の路面との輝度比は 2.0 程度を標準とし視覚障害者誘

導用ブロックが容易に識別できることが必要である。 

なお、色彩の決定にあたっては、天候や明るさ、色の組合せ等によっては、認識しづらい場合

があるため、利用者等の意見が反映されるよう留意して決定するものとする。 
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13－7－2 設置計画 

（１）設置対象道路 

視覚障害者誘導用ブロックは、必要に応じて次のような道路に設置することとする。 

① 視覚障害者の歩行が多い道路（視覚障害者が日常的に利用している生活道路など） 

② 公共交通機関の駅等と視覚障害者の利用が多い施設（役所、病院等の公共施設、視覚障害者

用施設等）を結ぶ道路 

③ その他、上記に準ずる道路（公共交通機関相互を結ぶ乗換えのための道路など） 

 

また、設置箇所の選定にあたっては、福祉担当部局等関係機関の意見を聞くものとする。な

お、上記①～③の各項に該当する道路が２本以上ある場合は、視覚障害者にとってより安全で

わかりやすい道路だけに設置し、視覚障害者の利便性を高めることが望ましい。 

 

（２）設置方法 

① 基本的な考え方 

視覚障害者誘導用ブロックは、視覚障害者の利便性の向上を図るために、視覚障害者の

歩行上必要な箇所に、現地での確認が容易でしかも覚えやすい方法で設置するものとする。 

 

② 設置の原則 

ａ. 視覚障害者誘導用ブロックは、歩道（自転車歩行者道、立体横断施設、横断歩道の途中

にある中央分離帯を含む。）上に設置するものとする。 

ｂ. 線状ブロックは、視覚障害者に、主に誘導対象施設等の移動方向を案内する場合に用い

るものとする。視覚障害者の歩行方向は、誘導対象施設等の方向と線状突起の方向とを平

行にすることによって示すものとする。 

点状ブロックは、視覚障害者に、主に注意すべき位置や誘導対象施設等の位置を案内す

る場合に用いるものとする。 

ｃ. 視覚障害者の歩行動線を考慮して、最短距離で目的地に辿り着けるよう誘導するために

連続的かつ極力直線的に敷設するものとする。 

ｄ. 視覚障害者誘導用ブロックは、視覚障害者が視覚障害者誘導用ブロックの設置箇所には

じめて踏み込む時の歩行方向に、原則として約６０ｃｍの幅で設置するものとする。また、

連続的に案内を行う場合の視覚障害者誘導用ブロックは、歩行方向の直線方向に、原則と

して約３０ｃｍの幅で設置するものとする。なお、マンホールにより誘導が途切れないこ

とや電柱などの道路占用物等の施設を避けるために急激に屈曲させることのないよう、官

民境界にある塀や建物との距離 60cm 程度にとらわれず、占用物件を避けた位置に直線的

に敷設することとする。その設置例を図 13－7－3 に示す。 

ｅ. 一連で設置する線状ブロックと点状ブロックとはできるだけ接近させるものとする。 

ｆ. 視覚障害者誘導用ブロックは、原則として現場加工しないで正方形状のまま設置するも

のとする。 

ｇ. 視覚障害者誘導用ブロックを一連で設置する場合は、原則として同寸法、同材質の視覚

障害者誘導用ブロックを使用するものとする。 

h. 視覚障害者誘導用ブロックの周囲については、視覚障害者が足の裏だけでなく、白杖に

よる触感覚でも障害者誘導用ブロックを認識しやすい様、材質等にも配慮して設置するこ

とが望ましい。 
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図 13－7－3 電柱等の占用物件を避けた直線的な設置例 

 

（３）施工上の留意点 

視覚障害者誘導用ブロックは、歩行、自然環境等による影響を受けるので、施工にあたっ

ては計画高を確保するとともに、不陸や不等沈下の防止、一連で設置する視覚障害者誘導用

ブロック群の一体性、舗装との整合を図らなければならない。 

特に留意すべき点は、次のとおりである。 

① 視覚障害者誘導用ブロックと舗装との平坦性 

② 視覚障害者誘導用ブロック上及びその付近の排水 

③ 基礎の平坦性、転圧 

④ 目地材の完全充填 

 

歩行、自然環境による影響が大きくなく、車の乗入れ等の外力をほとんど受けないと考えられ

る場合の施工例を参考として図 13－7－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 13－7－4 施工参考図（ブロックを埋め込む方法で設置する場合） 

 

出典：視覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説 

 

13－7－3 敷設計画例 

設置方法の例の説明図の中で示されているＷ１は、視覚障害者の車両または構造物への接触、路

面の変化による転倒等を防止するための設置余裕幅であり、具体的には、車道境界において、車

両への接触を防止するための設置余裕幅であり、その他の場合においては、路面の変化による転

倒等を防止するための設置余裕幅としている。 

また、視覚障害者が横断歩道や歩道巻込部を歩行する際には、車道部と歩道とを区画する縁石

の段差が、歩車道境界を示すものとして大きな役割を果たしているので、この段差（２ｃｍを標

準とする。）を確保するように努めるものとする。 

歩道 民地 歩道 民地 
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① 横断歩道口の設置例 

視覚障害者が横断歩道上を確実に歩行できるよう横断歩道直前に、線状ブロックで歩行方

向及び横断歩道の中心部を案内することとする。横断歩道部の設置例を図 13－7－5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－7－5 

出典：道路の移動等円滑化整備ガイドライン P263 

 

注１） Ａの部分の線状ブロックは、ｉ）視覚障害者を横断歩道に導く、ii）横断歩道上の歩行方

向を示す、iii）横断歩道の中心部を示す、という役割を果たしており、設置する範囲は、歩

道の幅員に応じて定めるものとする。 

注２） Ｂの部分の点状プロックは、対面方向から横断歩道を渡ってきた視覚障害者が、Ａの部

分の線状ブロックに導かれて、官民境界にある塀や建物等に衝突することを防ぐために設

置する点状ブロックである。 

また、アの部分は、同様の目的で、ある程度あけておくことが望ましいが、一方、この

部分があまりあきすぎていると、官民境界にある塀や建物等に沿って歩いて来る視覚障害

者が、視覚障害者誘導用ブロックを踏み逃がす恐れがあるため、この部分は、３０ｃｍ程

度とすることが望ましい。 

つまり、官民境界にある塀や建物等に沿って歩いて来る視覚障害者が、この横断歩道を

利用する場合には、まずＢの点状ブロックを踏むことにより、これらの視覚障害者誘導用

ブロックの存在を認識することができ、その後は、Ａの部分の線状ブロックに導かれるこ

ととなる。 

注３） Ｃの部分の点状ブロックを設置する範囲は、横断歩道の幅または通常の通行可能範囲と

一致させることが望ましい。なお、実際には横断歩道の幅または通常の通行可能範囲は、

必ずしも視覚障害者誘導用ブロックの大きさの整数倍となっているとは限らないため、「視

覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説」等を参考に決定すること。 

 

② 歩道巻込み部の設置例 

歩道巻込み部は、大別すると２種類に分かれる。つまり、進行する一方向のみに横断が生

じる場と、２方向もしくは３方向に横断が生じる場合である。いずれの場合も、線状ブロッ

クで横断方向及び歩行位置を案内するものとする。歩道巻込み部の設置例を図 13－7－6～

図 13－7－7 に示す。 
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図 13－7－6 歩道幅員が広い場合 

 

出典：道路の移動等円滑化整備ガイドライン P265 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13－7－7 歩道上、自転車の通行すべき部分が指定されている場合 

 

出典：道路の移動等円滑化整備ガイドライン P265 

 

注１） ａの範囲は、横断歩道の幅または通常の通行可能範囲と一致させることが望ましい。 

なお、実際には横断歩道の幅や通常の通行可能範囲は、必ずしも、視覚障害者誘導用ブ 

ロックの大きさの整数倍となっているとは限らないため、「道路の移動等円滑化整備ガイ 

ドライン」等を参考に決定すること。 

 

③ その他 

立体横断施設の昇降口や施設等入口部、中央分離帯、バス停部等への設置については、「道路の移

動等円滑化整備ガイドライン」等を参考にすること。 

また、横断歩道上に設置され、視覚障害者が横断時に横断方向の手がかりとする突起体の列（エ

スコートゾーン）については、巻末資料「エスコートゾーンの設置に関する指針」を参照すること。 


